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研究成果の概要（和文）：　東アジアにおける作物の在来品種を次世代に受け継ぐ方策を検討するために、中国や近隣
諸国の政府機関・種苗会社・NPO・農家等を対象とした現地調査を実施し、各国の実態や特徴を明らかにした。
　その結果、(1)中国では土地所有制度が周辺諸国とは大きく異なり、同じ土地で自家採種を行いながら作物を継続的
に栽培することが制度的に難しいことが示唆された。また、日本・韓国・台湾の調査結果から、(2)日本では全国、県
、地域の各レベルで多様なNPOが活動を展開している、(3)韓国では全国的な農民運動の一環で在来品種の保全が図られ
ている、(4)台湾では、NPOや農民グループの活動は導入期にあること等が明らかにされた。

研究成果の概要（英文）： This study investigates the current state of organizations engaged in local seed 
conservation activities in China and other East Asian countries. By interviewing farmers, governmental 
organizations, seed companies and NPOs in each country, the trends of seed conservation systems were 
examined. The results showed that (1) in China, it would be difficult for farmers to continue seed 
conservation in the same farmland, (2) the NPOs in Japan were continuously engaging in these activities 
on national, regional and local scale, (3) the big peasant group in Korea played an important role for 
conserving local seeds, (4) activities of NPOs (non-profit organizations) in Taiwan engaging in these 
activities began relatively recently.

研究分野： 農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
 作物遺伝資源を構成する在来品種（伝統品
種・地方品種）は、多国籍企業や大企業によ
る種子産業の寡占・独占が進む中で、世界的
に見ても急速に消失している。これらの在来
品種を持続可能な形で保全・利用することは、
農業における生物多様性の保全や「食料の権
利」論の観点からも、国際的に喫緊の課題と
なっている。これまでヨーロッパやアフリカ
における研究は数多くみられるが、アジア地
域、特に工業化が進んだ東アジアにおける研
究蓄積は非常に限られている。 
 作物の品種の利用は、各国の農業政策・制
度や生産環境にも大きく依存する。日本、韓
国、中国の農業は東アジア型に位置づけられ、
豊かな気象・風土条件による高い生産性と規
模の零細性が特徴である。在来品種の保全・
利用に関しても、東アジアの農業形態に沿っ
た管理システムが想定される。特に、中国は
様々な重要作物の起原地（１次センター）で
あると同時に、白菜などアブラナ科作物の二
次センターでもあり、世界の中でも重要な作
物の多様性中心の１つである。 
 

 
図 1．作物遺伝資源の管理に関与する 3要素 
 
 しかし、中国においても、在来品種の保
全・利用の中心的な役割を担ってきた零細農
家は、高齢化等により減少しており、多様な
主体が関わることによる協働管理システム
の構築が課題となっている。これまで注目さ
れてきた農家や政府機関といった主体に加
えて、民間組織である NPO や中小種苗商が、
重要なアクターとして機能していることが
期待される（図 1）。 
 
２．研究の目的 
 作物の在来品種の保全・利用について、東
アジアの管理形態の特長を明らかにする。 
 具体的には、急速な発展を遂げた中国と台
湾に焦点を当て、比較対象として日本、韓国
を取り上げる。農家、農協に加えて非営利組
織（NPO）、中小種苗会社等の民間組織を重
要な管理主体と位置付け、各主体による保全
の実態と制度的優位性を示す。 
 各国の共通点・相違点を抽出し、先行研究
で示されているヨーロッパや途上国におけ
る管理モデルと比較しつつ、世界的に持続可

能な在来品種の協働管理システムのあり方
に対して新たな知見を提供する。 
 
３．研究の方法 
(1)中国への現地調査 
 2013 年 11 月に、上海市の行政関連機関へ
のヒアリングを実施した。また、2016 年 2月
に中国の農家を対象とした現地調査を実施
した。対象地域は上海および近郊農村とし、
4 集落で複数の農民へのヒアリングを行った
（研究協力者：上海市農業科学院園芸研究所
の陸世鈞氏、熊本大学大学院社会文化科学研
究科の大学院生の唐超氏）。 
 
(2)台湾への現地調査 
 中国との関係の強い台湾における文献資
料収集を行うと共に、2014 年 5月に現地調査
を行った（研究協力者：台湾大学農芸学系の
郭華仁教授、金沢大学交換留学生の洪若綾氏、
龍谷大学経済学部の西川芳昭教授）。 
 
(3)日本・韓国との比較 
 韓国や日本での事例を調査し、各国間の比
較分析を実施するために必要な基礎情報を
収集した。日本では、石川県内の加賀野菜お
よび能登野菜を対象とした実態調査を行っ
た（研究協力者：金沢大学地域創造学類の香
坂玲准教授、加賀野菜保存懇話会の松下良会
長）。 
 
４．研究成果 
(1)中国への現地調査 
 主に上海市の行政関連機関へのヒアリン
グから、都市化の影響を強く受けて農家は換
金作物の栽培へと転換しつつあり、在来品種
は減少している傾向が伺われた。ただし、地
域に根差した在来品種も一定の割合で残っ
ている傾向がみられた。 
 次に上海および近郊農村の4集落への現地
調査を行った結果、以下の特長が明らかにさ
れた。①全体として、種苗は購入される傾向
が強い、②多品目を生産する農民は自家採種
をしている傾向がみられる、③豆類を自家採
種する農民は比較的多い、ということが明ら
かにされた。また、④中国では土地所有制度
が日本や韓国とは大きく異なるため、同じ土
地で作物を作り続けるというインセンティ
ブが生まれにくい状況が観察された。よって、
生息域内での保全のためには、政府・行政を
含めた作付計画に関与する主体が、保全の重
要性に関する意識を持つ必要があることが
示唆された。 
 
(2)台湾への現地調査 
 作物の在来品種の保全・利用について、台
湾への現地調査を行った。政府機関（2カ所）、
研究機関（1大学）、種苗会社（2件）、NPO（2
団体）への調査から、以下の特徴を明らかに
した。 
 ①台湾の政府機関は在来種子の保全にそ
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れほど積極的とは言えない状況にある、②台
湾ではバイオメジャーによる国内の大手種
苗会社の買収は行われていない状況、③在来
種子を取り扱う中小の種苗会社が存在して
おり地域の品種の多様性に貢献している、④
日本と比較すると、台湾では農家や NPO によ
る保全活動は導入期にある。 
 
(3)日本・韓国との比較 
 東アジアの在来品種管理モデル構築のた
めに、韓国や日本での事例を調査し、各国間
の比較分析を実施するための基礎的な情報
を収集した。日本・韓国・台湾における各団
体の活動実態について、政府組織、種苗会社、
NPO ごとの特徴を分析した（表 1）。  
 政府機関に関しては、ジーンバンク（GB）
での遺伝資源の管理規模を見ると、人口の割
合で見ても、台湾の GB の規模は小さくない
（人口：台湾 2.3千万人、日本 1億 2千万人、
韓国 5 千万人）。また、日本の政府・行政機
関が、伝統野菜の保全などを各地で支援する
状況と比較して、台湾の政府機関は在来種子
の保全にそれほど積極的とは言えない状況
にあった。よって台湾では農家・農民が政府
機関の種苗にアクセスできる状況にはなく、
国家レベルと地域レベルの対応とが有機的
に連携する状況には至っていない。 
 次に種苗会社に関して、韓国とは異なり、
台湾ではバイオメジャーによる国内の大手
種苗会社の買収は行われていない状況にあ
った。その要因としては、台湾の農家は様々
な作物を小規模に作っている場合が多いこ
とが予想される。また、台湾では在来種子を
取り扱う中小の種苗会社が存在している状
況にあった。これらの種苗会社の存在が、地
域の品種の多様性に貢献していることが分
かる。各国のこのような種苗会社の多寡を比
較することはできないものの、地域の種苗会
社の存在は地域における在来種子の供給に
資する役割を担っていた。  
 最後に、NPO 活動に関して、台湾では地域
レベルでの活動は見られたものの、各地域の
在来種子を収集・保全する段階にまで至って
いる活動は確認されなかった。日本各地で

NPO や在来種保存会による活動が進んでいる
状況と比較すると、台湾の農家や NPO による
保全活動は、最近になって始まった段階にあ
るといえる。一方、台湾大学の郭教授への追
加調査から、台湾国内の NPO が集まり「農民
保 種 運 動 （ Farmers ’  Conservation of 
Seeds）」と呼ばれるネットワーク化事業が
2013 年から始まっていた。よって、全国的な
ネットワーク化も開始されており、今後の展
開が期待された。政府は参加型育種の取り組
みに対しては積極的でないため、研究者や農
民が中心となって活動を進める必要性があ
る。台湾では、これらの活動について、大学
研究者が指導的・中心的な役割を果たしてい
ることが明らかにされた。 
 
 その他に、日本では石川県内の加賀野菜お
よび能登野菜を対象とした実態調査を行っ
た。その結果、種の保全といった理論的な概
念を民間会社のリーダーが積極的に啓発す
る中で、関係者や行政担当者にもそのような
理念が浸透し、保全に貢献していることが示
唆された。また、その際にブランド化が重要
な役割を果たしていたものの、長期的に保全
と利用を進めるためには、ブランド化および
行政補助に関する正負両面の効果を明示的
に捉えることが必要であることが課題とし
て示された。 
 
 得られた研究成果を広く一般に発信する
目的で、2015 年 11 月 11 日に伝統野菜セミナ
ーを実施した。その後、熊本地域における在
来種保全のための研究会を設立し、2016 年 3
月 17 日に、熊本大学において在来種フォー
ラムを実施した。更に、これまでに行ってき
た在来作物・伝統野菜に関する調査結果をと
りまとめ、一般向けの書籍『伝統野菜の今』
として出版した（金沢大学、香坂玲氏との共
著）。 
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表 1．台湾・日本・韓国における遺伝資源・在来種子の保全体制の比較 
組織 台湾 日本 韓国 

政府
機関 

・ジーンバンクの植物遺伝 
 資源：約 8 万点 
・政府は参加型育種に対して 
 消極的 

・ジーンバンクの植物遺伝資源： 
 約 22 万点 
・政府や地方自治体などが伝統 
 野菜の保全を支援 

・ジーンバンクの植物遺伝 
 資源：約 20 万点 

種苗
会社 

・採種適地としての日本の種苗 
 会社とのつながり 
・OP 種，自家採種の普及を 
 目指す中小種苗会社の存在 

・中小種苗商の減少 
・在来種子に特化した種苗会社も 
 存在 

・大規模種苗会社の多くが 
 多国籍企業により買収 
・中小種苗会社の実態は不明 

NPO 

・大学研究者の助言のもと， 
 保全の取り組みを開始 
・地域に根差した品種の収集・ 
 保全体制は導入時期 
・全国ネットワーク化の開始 

・全国組織，県レベルの組織，地 
 域レベルの組織が各地で活動 
・多数の様々な規模の組織 

・全国レベルの農民組織が 
 存在し，調査・連携 
・社団法人が株式会社と連携 
 して保全・普及 
・少数の大規模な組織 

注：現地調査の結果および冨吉・西川（2012），冨吉他（2013）をもとに作成．初出：冨吉（2015）＝雑誌論文② 
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